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上海の過去・現在・将来 
 
儀我 壮一郎 
 
Ⅰ 2006 年３月の上海シンポジウムとその周辺 
 上海訪問の直前に、専修大学経営研究所台湾企業調査団（加藤茂夫団長）の一員として台北
市を訪問した（2006年３月12～15日）。銘伝大学、内閣財政部、台北市政府（馬英九市長）、内
湖科技園区、台北101などを訪問し、交流したが、行政・民間ともにＩＴ産業・バイオ産業をは
じめとする研究開発を重視する実情に強い印象を受けた。詳細は、別稿「1994（平成６）年と
2006（平成18）年の台湾――12年前のタイムカプセルを開きながら――」および卓恵真「台湾
のハイテク産業の発展趨勢と産業政策」（『専修経営研究年報』№31、2006年〈2007年３月発行
予定〉）を参照し、中国大陸における次の政策とも対比していただきたい。 
 中国政府は、2006年２月９日、今後15年間の科学技術振興の方針となる「国家中長期科学技
術発展計画綱要」を発表した。産官学を合わせた研究開発費の国内総生産（ＧＤＰ）に占める
割合を現在の約２倍の2.5％以上に高め、最終年度の2020年までに、年間9000億元（約13兆円）
とする。重大領域としては、①エネルギー、②水・鉱産資源、③環境、④農業、⑤製造業、⑥
交通・運輸、⑦情報・サービス、⑧人口・健康、⑨都市化、⑩公共・安全、⑪国防などが挙げ
られている。中国科学技術協会によれば、技術の対外依存度は、現在50％程度、綱要では、2020
年までに依存度を30％以下に下げ、中国人の発明・特許数と科学論文で引用される件数を世界
で５位以内とするのが目標とされている。また、工場・炭鉱などの事故の多発を防止するため
にも、生産現場の技術力向上に力を入れる（『日本経済新聞』2006年２月10日付などによる）。 
 このような動向の中で、2006年３月18日のシンポジウムにおける宮崎晃臣団員の日本側の第
１報告には、鮮烈な問題提起が含まれていた。 
 ①日本的経営の評価が1980年代と90年代に反転した基底には、ＭＥとＩＴの技術基盤の変化
がある。 
 ②ＭＥとＩＴの位相差をコーポレートガバナンスに反映させると、ＭＥはステークホルダー
に重点を置き、ＩＴはストックホルダーを重視するものになる。 
 ③「擦り合わせの妙」を発揮する日本的生産システムはＭＥとの親和性が高く、逆に、ＩＴ
／グローバライゼーションの進展によってその優位は揺らぐ（金型づくりの実例など参照）。 
 ④日本企業のグローバルな事業展開が、日本企業の強みを掘り崩す結果をもたらす。 
 ⑤ＩＴ／グローバリゼーションの進展は、国家システムをも変容させ、「福祉国家」から「競
争国家」「支援国家」に旋回させる要因ともなる、「規制撤廃」「民営化」を軸として。 
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 ⑥日本の「福祉国家」は家族と企業に支えられてきたので、地域レベルでの雇用機会づくり
などの努力が必要である。 
 日本側の第３報告（柴田弘捷団長）は、現代日本の「階層構造の変容と格差問題」を詳細な
資料にもとづき着実に解明した総論的報告、第４報告（唐鎌直義団員）は、日本における高齢
者福祉政策の現状と課題について、「豊かな高齢者」論を批判しつつ解決の方向を示唆した。 
 中国においても格差の拡大と「高齢化」が進行し、国有企業などの「単位制」が急変しつつ
あることは、上海の実情にもとづく中国の諸報告で明らかにされた。中国側の第４報告（澎希
哲教授）では、65歳以上の人口が、総人口のうち、1982年4.9％、2000年７％から2025年13.7％、
2065年28.4％への変化が予想され、とくに中青年労働力が都市へ流出する農村部で深刻、また
上海も高齢化が最も深刻な大都市であることなど、重要な問題点が指摘された。 
 ここでは、日本と中国の社会保障の現状を比較検討するために、塚本隆敏教授（中京大学）
の最新の著書『中国の国有企業改革と労働・医療保障』（Ａ５版336ページ、大月書店、2006年
２月）が農村の問題点を含めて、きわめて有益であることを紹介するにとどめよう。 
 さて、日本側の第２報告（福島義和団員）は、企業誘致第一の産業政策中心の都市政策の破
綻と公害問題を重視しながら、川崎臨海部での問題点を明らかにした。中国側の第２報告（曽
鋼教授）は、上海市張江ハイテクパーク（南区）の発展計画について、すでに、集積回路、ソ
フトウェア、バイオ医薬の３大ハイテク産業集積が形成され、中国ハイテク産業の発展に重要
な役割を果たしているとされた。討論のなかで、台湾の新竹科学工業園地から学んだという率
直な発言があり、12年前に新竹を見学して衝撃を受けたこと、また、新竹科学工業園地を上回
る台北市の３大園区（①内湖科技園区、②南港ソフトウェア工業園区、③北投士林科技園区）
のうち、このシンポジウムの直前に見学した内湖科技園区の実態を想起せざるをえなかった。
内湖では、バイオテクノロジーを利用した花卉の新種栽培やＩＴ技術を生かした販売施設など
も斬新である。 
 中国側の第１報告（周振華研究員）では、上海の経済発展について、①非公有制経済の著し
い成長、②外資、香港、台湾、マカオの資本と国内資本（株式会社中心）の投資が経済発展の
エンジンであること、③土地賃貸制度の実施による賃貸の格差拡大、④金融業と不動産市場の
急成長が推進力となっていることを明らかにし、⑤浦東開発と対外開放が発展の牽引力である、
とされた。同時に、①労働者賃金の低下、②消費の成長寄与率の1991年以降の低下傾向、③生
産分野の増税分が再生産過程に還流しないこと、④1999年に、第２次産業が第３次産業に逆転
されたこと、⑤産業集積が周辺地域に移転し、上海市内が第３次産業、周辺地域が第２次産業
中心という産業構造が形成されたこと、などの最新の動向が示された。 
 投資主導型経営のマイナス面としては、①投資構造の非効率性（インフラ投資と不動産投資
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の比重の急上昇）、②投資の逓減傾向、③所得と消費の増加効果は見られないこと、④自動車、
石油化学、鉄鋼、金融、不動産などの成長鈍化、がある。今後の成長の原動力は、都市発展シ
ステムの転換とイノベーションになる、とされた。 
 ここで、2010年の上海万博を背景とする上海の不動産市況の報道に注目しておこう。金地集
団上海公司（上海市）によれば、2004年のマンション、一戸建てを含む新築住宅価格は、前年
比50～80％上昇し、「理性を通り越す」（同公司の阮智・運営総監）住宅バブルの状況だった。
2005年に入って下げに転じ、住宅価格は前年比20～30％安くなった。背景には、政府や金融当
局の価格抑制策がある（上海市での不動産譲渡益課税、住宅ローン金利の引き上げなど）。業界
では、鋼材、セメントなどの建設資材価格上昇という収益圧迫材料にも直面し、高級な輸入品
を中国製に切りかえる動きも出ている。ただし、住宅開発総コストの50～60％を占める地価の
動向が収益を左右する。市場価格で売買されるため、最近は変動しやすい（『日本経済新聞』2005
年12月28日付）。 
 金融関係では、邦銀海外支店の2006年１月末の貸出残高が、前年比35％増と約16年ぶりの高
水準の伸びとなったが、その牽引役は、アジアや中東欧・ロシアに進出を続ける日系の現地企
業向け融資である（上海での実情は本誌本号の別稿参照）。日銀集計によると、大手銀行と地方
銀行の海外支店の貸出残高は、2006年１月末時点で19兆7725億円であり、大手銀行の残高は約
18兆7000億円。2005年９月末時点で、三井住友銀行が前年比24％増、みずほコーポレート銀行
が25％増である（『日本経済新聞』2006年３月13日付）。 
 上海では、ＨＳＢＣをはじめ外資系金融機関の存在が目立つが、台湾では目立つほどの存在
ではなく、1840年のアヘン戦争以来の歴史の歩みが異なることを、改めて痛感した。 
 米国では、「人民元の切り上げ」を求める動きが注目されているが、その中で、バンク・オブ・
アメリカ（ＢＯＡ）が中国建設銀行に出資、ゴールドマン・サックスが中国商工銀行に出資し
た。欧米金融機関は、相次いで中国の有力銀行との資本提携を強めようとしている。この面で、
日系金融機関の出遅れが目立つ。 
 また、1980年代に邦銀のシェアが５割を超えていた中国向け融資にも変化が生まれた。中国
向け融資が最も多いのは、ＨＳＢＣなど英国の銀行で、2005年９月末の信用供与残高は約249
億ドルで、シェアは２割を超す。日本は約183億ドルにとどまる。邦銀の対中融資の大半は日系
企業向けであった。 
 信用保証も含むリスク・ベースの残高は英国の銀行が約263億ドル、日本の銀行は約126億ド
ルで、表面上の残高よりも31％少ない。この31％は、中国に対する不信度をあらわす指数に映
りかねない（太田康夫「けいざい解読」『日本経済新聞』2006年４月23日付による）。 
 さらに、中国に対する日本のＯＤＡ打ち切りへの動きも、視野に入れる必要がある。 
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 上海での日系企業・金融機関の事業活動は、次の数字にも示されている。 
 外務省の調査によれば、2005年10月１日の在外永住者と３ヵ月以上の長期滞在者は、101万
3230人で、前年比５万1923人、5.4％増加した。日系企業の進出が著しい中国での急増が、大き
な要因になった。国別では、①米国35万1668人（前年比１万2281人増）、②中国11万4899人（同
１万5720人増）、③ブラジル６万5942人の順である。中国は、前年比15.9％の急増である。 
 中国の都市・地区別では、①上海４万264人、②香港２万5961人、③北京１万890人の順であ
る。「増加率では、珠海（前年比115.8％増）、無錫（同67.0％増）など、日本企業の進出が活発
な沿岸部の地域が目立つ」（『朝日新聞』2006年５月16日付）。 
 私は、1925・大正15年から29・昭和４年にかけて、奉天（現・瀋陽）と北京の日本人小学校
に通学した経験がある。次の記事に注目せざるをえない。 
 「上海市東部の浦東新区に建設中だった上海日本人学校の第二校舎が完成、二十日午前、開
校式を開いた。新校舎に通う小中学生は八百十三人。市西部の虹橋地区にある従来校舎と合わ
せ二千四百一人で、海外の日本人学校ではタイのバンコクを上回り最大。 
 浦東新区は金融センターとして開発が進む新興地区。……今後、新たに上海に来る小学生は
すべて新校舎で学ぶ。上海では生活条件の向上に伴い家族連れでの赴任が増加。……従来は通
学の便を考えて市西部に住む家族が多かったが、今後は浦東を選ぶ例も増えそうだ」（『日本経
済新聞』2006年４月20日付夕刊）。 
 2006年３月19日、長寧区街道委員会住宅地（日本人住宅地）を視察したが、子弟の教育問題
についても、率直な意見交換が行なわれ、多面的な配慮と「外国語教育」への関心を知ること
ができて、感慨深いものがあった。1928・昭和３年、私が通学していた当時の北京の日本人小
学校では、外国語として、中国語ではなく、なぜか英語が教えられていたことを思い出したり
したからでもある。 
 
Ⅱ 1963 年夏の上海・中国 
 上海との最初の出会いへの経過から始めたい。 
 1963・昭和48年７月26日、私は日中友好協会学習活動家代表団の一員として、神戸港から東
光丸に乗船、７月31日塘沽に上陸、天津を経て北京に到着した。翌８月１日、原水爆世界大会
支持首都集会に参加、周恩来総理たちと人民大会堂で会見した。２日以後、歴史博物館、革命
博物館、軍事革命博物館、北京放送局、外文出版社等々の見学、勇龍桂、劉大年、李新、徐浄
武各氏の経済、歴史、青年問題についての講話と討論などが重ねられた。とくに８月９日午後
の陳毅副総理の内外情勢に関する講話は、きわめて印象的であった。「中ソ対立」が表面化した
時期であり、ソ連のフルシチョフ路線に対する痛烈な批判と中国の核開発への熱意に溢れてい
－ 45 － 
た。上海の外灘にある陳毅副総理（解放後の最初の上海市長であった）の銅像に接する度に、
胸が熱くなる。 
 ８月14日から16日までは西安、17日から19日までは延安、21日から23日までは洛陽で、工場、
人民公社、革命史蹟などの見学、劉静氏の講話などの日程であった。 
 ８月23日、洛陽から列車で上海に向かい、24日上海着（宿泊は和平飯店）、上海革命博物館（第
１回中国共産党大会が開かれた建物）、25日魯迅の墓（供花）、魯迅記念館、魯迅旧居見学、楊
樹浦発電所見学、上海市長代理曹副市長と会見、中馬馨大阪市長からの記念品を贈呈した。26
日、塘湾人民公社、上海関行区の新住宅街の見学、27日空路北京着、30日天津着、市内見学、
31日塘沽新港を東光丸で出航、大連見学の後、９月５日門司港に帰着した。 
 われわれ日中友好協会学習活動家代表団の帰国の１ヵ月後の1963年10月４日、北京の人民政
治協商会議講堂で、「中国日本友好協会」の創立大会が、陳毅副総理をはじめ滞在中の日本代表
を含む1400名が参加して、盛大に挙行された。その発起団体は、次の19団体である。 
 中華全国総工会、中国全国婦女連合会、中国人民世界平和保衛委員会、中華全国学生連合
会、中国人民対外文化協会、中国アジアアフリカ連帯委員会、中国作家協会、中国文学芸術
界連合会、中国国際貿易促進委員会、中国新聞工作者協会、中国紅十字会、中華全国体育総
会、中国人民外交学会、中国政治法律協会、中華医学会、中国科学技術協会、中国仏教協会、
中国漁業協会。 
 そして大会では、この協会の役員としてつぎの人たちが選ばれた。 
 名誉会長（郭沫若）、会長（廖承志）、副会長（南漢宸、趙撲初、周而復）、秘書長（趙安博）、
副秘書長（林林、孫平化、王暁雲）。そのほかにこの役員を含めた27名の常任理事と122人の
理事が選ばれた。 
「これらの団体も人も、戦後の日中交流の舞台に出たことのある強力な人民団体、著名な各界
人士で占められており、今日の情勢のもとで中国が中日友好の発展に寄せる熱意のなみなみな
らぬことを示している。（中略） 
 いま日中友好の新たな高まりが起こっている一方で、日本をめぐる中国敵視の体制がいよい
よ強化されつつある時に、正式国交のない日本に対し独立した友好協会を結成したことは、中
国としてこれまでに例のないことである。」（大塚有章・雨宮礼三『中国を知るための鍵』日中
友好協会大阪府連合会・大阪日中友好学院、1964年６月、34～35ページ）。 
 1963年夏の訪中の成果を、私は、次の形でまとめて発表した。1966年開始の「文化大革命」
直前までの状況として参照していただければ幸いである。 
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 1965・昭和40年１月 『中国の社会主義企業』ミネルヴァ書房（1959年の『現代中国の企業
形態』森山書店、の続編に当たる） 
 1965・昭和40年５月 『中国の国民生活』（山下竜三・梅川勉両氏と共著）法律文化社 
 1965・昭和40年11月 『中国革命史』（池田誠・松野昭二両氏と共著）法律文化社 
 1966・昭和41年４月 『現代の企業形態』（林昭氏と共著） 
 
 論文については、本誌本号の８ページを参照していただきたい。 
 
 1963年の訪中以前から、私は、魯迅に深い関心を抱き続け、次の小論を発表していた。 
①1956・昭和31年11月 魯迅と現代―過渡的な覚え書・そのⅠ―『中国研究』（江南書院）11
月号 
②1956・昭和31年12月 狂人文学と『狂人日記』『中国研究』（江南書院）12月号 
③1957・昭和32年１月 魯迅と現代―過渡的な覚え書・そのⅡ―『中国研究』（江南書院）１
月号 
④1957・昭和32年４月 魯迅の限界『中国研究』（江南書院）４月号 
⑤1958・昭和33年10月 魯迅と辺区の建設『大安』４巻10号 
⑥1960・昭和35年12月 魯迅に対する国際的関心の諸側面『大安』６巻12号 
 1963年８月25日、上海で魯迅の墓に供花し、魯迅記念館と魯迅の最後の旧居を訪ねて多年の
宿願を果たしたことは、生涯の最大の思い出の一つである。帰国後も、魯迅について断続的に
小論を公けにしてきた。下記の⑧では、１．魯迅の略伝と魯迅の国際的特徴、２．魯迅の幼少
年時代、３．魯迅の日本留学時代、４．革命的民主主義からマルクス主義へ、５．晩年の魯迅、
６．魯迅没後三十年を論じ、当時の虹口公園内の魯迅の銅像（その背後は魯迅の墓）の写真を
掲載することができた。下記の⑨は、魯迅の進化論から階級論への転換を論じたものである。 
⑦1965・昭和40年３月 魯迅についての断想『住民と自治』３月号 
⑧1965・昭和40年11月 魯迅―中国の革命的知識人―池田・儀我・松野『中国革命史』法律
文化社 
⑨1969・昭和44年４月 魯迅第四の転機と大学『朝日新聞』４月９日 
⑩1996・平成４年７月 魯迅三題 日中人文社会科学交流協会『交流簡報』７月号 
 2006年３月20日、魯迅公園（旧・虹口公園）を訪れ、43年ぶりに魯迅の墓に詣でることがで
きた。1986年、鶴田俊正団員とともに訪問したことがある魯迅の旧居は、見学時間が過ぎてい
て内部を参観できなかったが、近くまで立寄って、外観を再確認した。次回の上海訪問のさい
には、魯迅記念館も含めて、ゆっくり訪問したい（魯迅の上海における数多くの旧居について
－ 47 － 
は本誌本号の別稿11ページ以下参照）。 
 それにしても、今回の宿舎「上海賓館」は静安寺・静安公園の近くにあり、1936・昭和11年
10月19日の魯迅の逝去と葬送の行事を身近かに想起させた。丸山昇氏は簡潔に描く。 
 遺体はその日のうちに膠 州
こうしゅう
路の万国殯儀
ひ ん ぎ
館に移された。共同租界の西端の静安寺から、ほぼ
北へ向かって延びる膠州路を五、六百メートル上った西側にある。二十日午前十時から午後五
時まで遺体に別れを告げるため集まったのは、個人4462人、46団体と記録されている。22日午
後、遺体は万国殯儀館を出発、膠州路・ジェスフィールド路・地豊路・大西路・虹 橋
こうきょう
路を経て
万国公墓に葬られた。葬列が租界内を通るときは、武装した騎馬のインド人巡査や徒歩の租界
警察官が、租界外の虹橋路などでは中国の警察が、銃剣つきの銃と、ピストルをもって両側を
固めるという葬列だった。 
 万国公墓はいまでは宋慶齢の墓のあるところとして、案内図に載っている。旧フランス租界
の幹線道路だった霞 飛
ジョッフル
路の先、いまの淮海
わいかい
西路が、滬杭
こ こ う
線の鉄道にぶつかったところで北西に
折れ、虹橋路となる。上海空港に至る道路だが、その南側である。内山完造・美喜夫妻の墓も
ここにある。 
 魯迅の墓は人民共和国建国後の1956年10月に移葬され、今日では虹口
ほんこう
公園にある。かつては
新公園とも呼ばれ、魯迅がよく散策したところでもあった。また1932年上海事変直後、白川大
将、重光公使らの爆弾死傷事件のあった公園でもある（丸山昇『上海物語』講談社学術文庫、
2004年７月、212～213ページ）。 
 魯迅逝去の1936・昭和11年は、日本・中国ともに、重大な転機を迎えた年である。 
 日本では、２月26日、皇軍派の陸軍青年将校を中心に「２・26事件」が起こり、日本の右傾
化・軍国主義化に拍車がかかる。そして翌1937年７月７日の盧溝橋事件、日中戦争本格化が日
程に上る。 
 中国では、魯迅逝去直後の12月12日、張学良と楊虎城の指導のもとに、蒋介石に対する「兵
諌」の「西安事変」が起こり、第２次国共合作と抗日統一戦線結成への道が切り拓らかれる。
張作霖・張学良と日中関係については、別の機会に詳論する予定であるが、差当り、下記を参
照していただきたい。 
 
①「張学良氏と再会したい」『大阪保険医雑誌』1986年９月号 
②「中国懐古六十年」旧制第四高等学校・北辰衆星会『衆星』第４号、1987年９月 
③「張学良と日中関係」日本婦人団体連合会『婦人通信』1991年３月 
④「日中関係の歴史と高田の思い出」新潟県立高田高等学校校友会東京支部『支部会報』
16号、1992年11月 
－ 48 － 
⑤「歴史の小さな正誤表」『東京六華会20周年記念誌』1993年12月 
⑥「中国と日本の100年」『常葉学園浜松大学経営情報学部論集』第８巻特別号、1996年３
月 
⑦「魯迅３題」日中人文社会科学交流協会『交流簡報』1996年７月号 
⑧「1929年１月における張学良少帥」『経営情報学部論集』（浜松大学）、第11巻第１号、1998
年６月 
⑨「1920年代の日中関係試論」中央大学『経営学論集』第41巻第６号、2001年３月 
 
 上海の将来については、次の諸変化に注目するにとどめる。 
 
①2010年の上海萬国博覧会開催の諸影響。 
②アジアにおいて、上海が、東京、香港などを凌駕する最大の金融センターとなる可能性
の増大。 
③国境問題の解決からスタートした「上海協力機構」（2001年６月上海で創設。中国、ロシ
ア、ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス、タジキスタン６ヵ国で構成。2005年か
らインド、イラン、パキスタンがオブザーバーとして参加）が果たしつつある歴史的役
割。 
  第２次世界大戦後の中ソ対立、中印紛争などから、オブザーバー諸国を加えると人口
28億人に上る地域での平和と相互協力関係への明るい展望は世界史的重要性をもつ。
2006年６月の「５周年宣言」と「上海精神」を重視したい。日本は中国、韓国、ロシア
との国境問題未解決である。 
